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理由
　本件地域に おける本件事故後の 生活は、非常に 不便であり、日常生活が 著しく阻害されていたもの と
認め られる。警戒区域の 住民は、自宅と生活基盤を根こそ ぎ奪われ、収入の 回復も困難であっ たが 、避
難先に おいて商店や医療介護施設野不足に 苦しめ られる状況ではなか っ た。本件地域の 住民は、自宅
は奪われなか っ たもの の 、地域の 経済的基盤の 重要な部分を毀損され、商店や医療介護施設の 不足に
苦しめ られ、これを補充するような措置も講じられなか っ た。また、物流の 悪化・物資の 入手困難に 伴う物
価上昇に も苦しめ られた。そ うすると、本件地域の 日常生活は、避難生活に 匹敵する程度に 不自由なも
の であっ たというべ きである。そ の ような不自由さを補てんするため の 慰謝料額は、月額10万円が 相当で
ある。なお、緊急時避難準備区域の 指定が 解除された後は、直ちに 帰還が 可能となっ たり、生活の 不便
さが 解消したもの ではないが 、復興の ため の 計画の 策定も可能となり、そ れまでよりも日常生活の 不便さ
が や や解消したもの というべ きであるか ら、慰謝料額は、月額8万円が 相当である。

避難及び帰宅に 要する交通費は、東京電力の 基準に よる。

一時立入に 要する交通費は、月1回の 場合は、全て東京電力の 基準に よる。
月2回以上の 場合は、1回目は東京電力の 基準に より、2回目以降に つ いて下記の 賠償を認め る。

・福島県内　　車一台に つ き片道1回3000円
・福島県外　　車一台に つ き片道1回5000円

但し、上記を超える領収書が ある場合は、実費全額を賠償する。
一時立入の 回数は、目的を問わず、制限しない。申立ての あっ たすべ ての 一時立入に つ き、交通費の
賠償を認め る。本件事故が なければ、この ような交通費の 支出はなか っ たと考えられるか らである。

本件事故発生時に （旧）緊急時避難準備区域に 居住していた申立人の うち、事故後避難していた期間
の ある者に つ いては、中間指針等に 従い、一人月額10万円（但し、避難所等に 避難していた期間に つ
いては一人月額12万円）を賠償する。

本件事故発生時に （旧）緊急時避難準備区域に 居住していた申立人の うち、事故発生後一年間の 間
に 上記1の 慰謝料の 支給対象期間とならない期間を有する者（注：事故後一年間の 間に 帰宅し自宅に
滞在した期間の ある者。以下「自宅滞在者」という。）に つ いては、下記の 基準に よる慰謝料を賠償す
る。（平成23年3月分は1か 月分の 10万円を賠償する。）

平成23年3月11日か ら平成23年9月30日まで　月額10万円
平成23年10月1日か ら平成24年2月29日まで　月額8万円

平成24年4月16日

南相馬市民130人に よる原発ADR事件に つ いての お知らせ
（和解案の 概要）

原発被災者弁護団
問合先　〒105-0001
港区虎ノ門1丁目8番16号　第2升本ビル 5階
TEL:　0120-730-750

　当弁護団は、平成23年12月28日、南相馬市内の 住民130人（34世帯）を代理して、原子力損害賠償紛
争解決センターに 対し、東京電力株式会社を被申立人とする和解仲介（原発ADR）を申し立てていました
が 、本日午前10時に 開催された第4回口頭審理期日に おいて、同センターか ら和解案及びそ の 理由が 提
示されました。
　この 和解案の 概要は以下の とおりです。
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生活費増加分
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米・野菜 米の み 野菜の み

年12万円 年4万円 年8万円

年18万円 年6万円 年12万円
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そ の 他
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領収書が あれば、原則として、そ の 記載金額とする。但し、親族知人宅宿泊謝礼は、一人一日6000円
を上限とする。申立人の 陳述の みに よる場合は、一人一日3000円を上限とする。

仮払い補償金
　仮払い補償金は、本件に おいては、原則として全部精算するもの とする。全額の 精算が 申立人の 生
活を困窮に 導き、他方に おいて将来の 賠償額に より残額の 精算が 可能であるとみられるような事情の
ある場合に おいては、一部の 精算に とどめるもの とする。

弁護士費用
　損害額の 3％弁護士費用として認め るの が 相当である。

月額5000円

月額8000円

家財道具
避難等に より家財道具等を新たに 購入せざるを得なか っ た場合、領収書等に より実額が 証明できる場
合は、実額全額を賠償する。そ れ以外の 場合は、平成23年9月30日までに 避難を開始した者に 限り、
下記の 金額を賠償する。
　　一家族あたりの 標準賠償額　　30万円

衣類、日用品
避難に より、衣類、日用品を新たに 購入せざるを得なか っ た場合、領収書等に より実額が 証明できる
場合は、実額全額を賠償する。そ れ以外の 場合は以下の とおりとする。
　　一家族あたりの 標準賠償額　　1月2万円

知人宅宿泊に つ き謝礼品を交付した場合の 謝礼品購入費用も、金額、日数に つ き上記と同じ基準の
範囲内で認め る。

避難先で借家を借りた場合に は、賃料、礼金及び仲介手数料の 全額と敷金の 2割を賠償する。

教育関係費用
避難に よる転校に 伴い、学納金、制服類、高額の 学用品の 追加的支出が あっ た場合に は、そ の 全額
を賠償する。領収書等に より追加的支出が 証明できる場合に は、そ の 全額を賠償する。そ れ以外の 場
合は、本人の 陳述等に より、合理的な金額を賠償する。
　　一人当たりの 標準額　高校の 転校　　　　　　　10万円
　　　　　　　　　　　　　　　　小・中学校の 転校　　　　5万円

食料品
専業農家、兼業農家、自家用の みの 生産農家に つ いて、本件事故前に 米、野菜を小売店で購入して
いなか っ た（自家産品の 使用又は交換等で調達）場合に は、下記の 基準で賠償を認め る。

ミネラル ウ オ ーター
自宅滞在者が 、事故後1年間の 間に 、井戸水又は水道水の 利用に 代えてミネラル ウ オ ーターを購入し
た場合に は、そ の 購入に 係る費用として、下記金額を賠償する。

電話料金増加分
領収書等に より増加分が 証明できる場合は、増加分の 実額全額を賠償する。そ れ以外の 場合は、賠
償すべ き損害であると認め るが 、原則として、上記月額慰謝料に 含まれるもの と扱う。

同居家族（4人以下）

同居家族（5人以上）

同居家族（4人以下）

同居家族（5人以上）

交通費増加分
避難や家族の 分離･近隣店閉鎖等に より、役所、病院、家族の 相互訪問、買物等の ため の 交通費の
出費を余儀なくされた場合は、領収書等に より実額が 証明できる場合は、実額全額を賠償する。そ れ
以外の 場合の 標準賠償額を一家族当たり月額1万円とする。

支出した実費を賠償する。親族知人宅宿泊謝礼も同様とする。日数制限は設けず、申立ての あっ たす
べ ての 日に つ き、宿泊費・宿泊謝礼の 賠償を認め る。実費の 認定方法は以下の とおり。


